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【第1問】 次の各文章((1)～(30))を読んで、正しいものまたは適切なもの

には1を、誤っているものまたは不適切なものには2を、解答用紙にマーク

しなさい。〔30問〕  

 

(1) 個人のライフプランニングにおいて、キャッシュフロー表に記載する金

額は、物価変動等が予測されるものについては、通常、その変動等を加

味した将来価値で計上する。 

 

【答え】 

キャッシュフロー表には、未来に変動が予想されるもの（給与の昇給率、

基本生活費の物価上昇率等）については変動を加味した将来価値であ

らわします。 

 

従って、答えは『１』です。 

 

 

(2) 国民健康保険の被保険者は、原則として、70歳に達した時にその資

格を喪失し、後期高齢者医療制度の被保険者となる。  

 

【答え】 

後期高齢者医療制度は原則、７５歳以上が対象である。７５歳までは国民

健康保険の被保険者である。 

 

従って、答えは『２』です。 

  



(3) 雇用保険の基本手当を受給するためには、倒産、解雇および雇止め

などの場合を除き、原則として、離職の日以前2年間に被保険者期間が

通算して12カ月以上あることなどの要件を満たすことが必要となる。  

 

【答え】 

記述の通り、原則として離職の日以前の２年間に被保険者期間が１２か月

以上あるという条件がある。 

 

従って、答えは『１』です。 

 

 

 

(4) 60歳以上65歳未満の厚生年金保険の被保険者に支給される老齢厚

生年金は、その者の総報酬月額相当額と基本月額の合計額が28万円

(2018年度の支給停止調整開始額) を超える場合、年金額の一部または

全部が支給停止となる。  

 

【答え】 

記述の通り、６５歳までの老齢厚生年金は、総報酬月額相当額（賃金）と

基本月額（年金）の合計が２８万円を超える場合は在職老齢年金の制度

によって減額調整され、全額または一部が支給停止となる。 

 

従って、答えは『１』です。 

  



(5) 独立行政法人日本学生支援機構が取り扱う奨学金(貸与型)には、利

息付(在学中は無利息)の第一種奨学金と無利息の第二種奨学金があ

る。  

 

【答え】 

日本学生支援機構奨学金には貸与型の奨学金（返済必要）が２種類ある

が、第一種奨学金は無利息、第二種奨学金は利息付きである。 

 

従って、答えは『２』です。 

 

  



(6) 保険法の規定によれば、保険契約者や被保険者に告知義務違反が

あった場合、保険者は原則として保険契約を解除することができるが、こ

の解除権は、保険者が解除の原因があることを知った時から1カ月間行使

しないとき、または契約締結の時から5年を経過したときは消滅する。 

 

【答え】 

保険会社が告知義務違反を知った時から1カ月以内に解除権を行使しな

いとき、または契約日から5年を経過した場合も保険契約の解除権は消滅

する。 

 

従って、答えは『１』です。 

  



(7) 生命保険の保険料のうち、保険会社が保険契約を維持・管理するた

めの費用に充当される付加保険料は、予定死亡率および予定利率に基

づいて計算される。  

 

【答え】 

付加保険料は事業比率をもとにして計算される。 

予定死亡率や予定利率に基づいて計算されるのは純保険料（保険金の

支払いや満期金に充てられる） 

 

従って、答えは『２』です。 

 

 

 

(8) 養老保険の福利厚生プランでは、契約者(=保険料負担者)を法人、被

保険者を従業員全員、死亡保険金受取人を被保険者の遺族、満期保険

金受取人を法人とすることにより、支払保険料の全額を福利厚生費として

損金の額に算入することができる。  

 

【答え】 

記述の養老保険のことを『ハーフタックスプラン』という。 

契約者=法人 被保険者=全従業員 死亡保険金受取人=従業員の遺族 

満期保険金受取人=法人の場合は 

支払保険料の1/2を資産に計上、残り1/2を福利厚生費として損金算入す

る。 

  

従って、答えは『２』です。 

  



(9) 普通傷害保険において、被保険者がウイルス性の食中毒により通院

した場合は、通常、保険金支払の対象となる。  

 

【答え】 

普通傷害保険は、ウイルス性の食中毒などは補償の対象ではない。 

 

従って、答えは『２』です。 

 

 

 

 

(10) 自動車保険の人身傷害補償保険では、被保険者が自動車事故によ

り負傷した場合、自己の過失割合にかかわらず、保険金額の範囲内で治

療費や休業損害などの実際の損害額が補償される。  

 

【答え】 

人身傷害補償保険の特徴は、事故により被保険者が重傷を負った場合、

過失の有無にかかわらず実際の損害額が支払われる点である。つまり示

談を待たず保険金が支払われるということ。 

 

従って、答えは『１』です。 

  



(11) 日本銀行の公開市場操作による買いオペレーションは、市中の資金

量を増加させ、金利の低下を促す効果がある。  

 

【答え】 

公開市場操作とは日本銀行が手形や国債などの売買を行うことで金融市

場の資金の量を調整することを言う。記述の通り、日銀が手形や債券を購

入すること（=買いオペ）で市場の資金量を増やし、市場金利の低下を促

す効果がある。 

 

従って、答えは『１』です。 

 

 

 

(12) 投資信託約款に株式を組み入れることができる旨の記載がある証券

投資信託は、株式をいっさい組み入れていなくても株式投資信託に分類

される。  

 

【答え】 

投資信託には分類があるが、株式を組み入れて運用できる投資信託を株

式投資信託という。 

 

従って、答えは『１』です。 

  



(13) 一般に、市場金利が上昇すると、それに伴い債券の利回りは上昇

し、債券価格も上昇する。  

 

【答え】 

一般に市場金利と債券の価格は反対の動きをする。 

市場金利が上昇すると債券の価格は下降します。 

 

従って、答えは『２』です。 

 

 

 

 

 

 

(14) X社の株価が1,200円、1株当たり純利益が36円、1株当たり年間配当

金が24円である場合、X社株式の配当利回りは、2%である。  

 

【答え】 

配当利回りの計算式は 

配当利回り（％）＝1株あたり配当金／株価×１００ 

24円/1,200円×100＝２％ 

 

従って、答えは『１』です。 

  



(15) 2資産で構成されるポートフォリオにおいて、2資産間の相関係数が1

である場合、ポートフォリオのリスク低減効果は最大となる。  

 

【答え】 

リスクの低減効果が最大となるのは2資産間の相関係数が－1となる場合

である。 

 

従って、答えは『２』です。 

 

  



(16) 所得税法における居住者(非永住者を除く)は、原則として、国内で

生じた所得について所得税の納税義務は生じるが、国外で生じた所得に

ついて所得税の納税義務は生じない。  

 

【答え】 

国内に住所がある個人、または現在までに引き続いて1年以上国内に居

住している個人は、国内外のすべての所得が課税対象となる。 

 

従って、答えは『２』です。 

 

 

 

(17) 不動産の賃貸に伴い受け取った敷金のうち、不動産の貸付期間が

終了した際に賃借人に返還を要するものは、受け取った年分の不動産所

得の金額の計算上、総収入金額には算入しない。  

 

【答え】 

不動産所得の計算上、返還を要するものは総収入金額には含まない。 

 

従って、答えは『１』です。 

  



(18) 上場株式を譲渡したことによる損失の金額は、確定申告をすることに

よって、不動産所得などの他の所得金額と損益通算することができる。  

 

【答え】 

上場株式等の譲渡損失は、申告分離課税を選択した上場株式等の配当

所得の金額とは損益通算できるが、不動産所得や事業所得などとは損益

通算できない。 

 

従って、答えは『２』です。 

 

 

 

(19) 確定拠出年金の個人型年金において加入者が拠出した掛金は、そ

の2分の1相当額が小規模企業共済等掛金控除として所得控除の対象と

なる。  

 

【答え】 

個人型の確定拠出年金の掛け金は、全額が小規模企業共済等掛金控

除として所得控除の対象である。 

 

従って、答えは『２』です。 

 

  



(20) 納税者の2018年分の合計所得金額が1,000万円を超えている場合、

配偶者の合計所得金額の多寡にかかわらず、所得税の配偶者控除の適

用を受けることはできない。  

 

【答え】 

配偶者控除と配偶者特別控除が適用されるのは、納税者本人の合計所

得が1,000万円以下となっている。 

 

従って、答えは『１』です。 

 

 

  



 (21) 不動産取引において、買主が売主に解約手付を交付したときは、

相手方が契約の履行に着手するまでは、買主はその手付を放棄すること

で、売主はその手付を返還することで、それぞれ契約を解除することがで

きる。  

 

【答え】 

契約を結ぶときに買主が売り主に渡す金銭を手付金という。 

解約を解除する場合は、解約の履行に着手する前であれば、この手付金

について、買主は渡した手付金を放棄することで、また売主は手付金を2

倍にして返すことで契約の解除ができる。 

 

従って、答えは『２』です。 

 

 

(22) 借地借家法の規定によれば、事業用定期借地権等の設定を目的と

する契約は、公正証書によって締結しなければならない。  

 

 

【答え】 

事業用定期借地権の設定を目的とする契約は公正証書に限られる。 

 

従って、答えは『１』です。 

  



(23) 建築基準法の規定によれば、住宅は、工業地域内および準工業地

域内においても建築することができる。  

 

【答え】 

工業地域内及び準工業地域内においても、住宅は建築可能である。 

 

従って、答えは『１』です。 

 

 

 

(24) 建物の区分所有等に関する法律の規定によれば、規約の変更は、

区分所有者および議決権の各5分の4以上の多数による集会の決議によ

らなければならない。  

 

【答え】 

規約の変更については区分所有者及び議決権の3/4以上の多数による

集会の決議による。 

建物の建て替えには区分所有者及び議決権の4/5以上が必要。 

 

従って、答えは『２』です。 

  



(25) 新築の戸建て住宅の取得に対する不動産取得税の課税標準の算

定上「不動産取得税の課税標準の特例」の適用を受けることにより、固定

資産税評価額から最高で1,500 万円を控除することができる。  

 

【答え】 

不動産取得税の課税標準等に対する特例では、認定長期優良住宅を除

き、新築で50㎡以上240㎡以下（戸建て以外の賃貸住宅は40㎡以上240

㎡以下）の居住用家屋に対して、1,200万円の軽減特例がある。 

 

答えは『２』です。 

 

 

  



(26) 書面によらない贈与は、既に履行が終わった部分を除き、各当事者

が撤回することができる。  

 

【答え】 

書面による贈与は撤回できないが、書面によらない贈与は履行が終わっ

た部分以外は撤回できる。 

 

従って、答えは『１』です。 

 

 

 

(27) 相続税法の規定によれば、子が父から著しく低い価額の対価で土

地の譲渡を受けた場合、実質的な贈与とみなされ、原則として、当該対価

と譲渡を受けた土地の時価との差額に対して贈与税が課される。  

 

【答え】 

相場に比べて著しく低い金額で財産を譲り受けた場合、時価と実際に支

払った金額との差額が贈与とみなされる。（=低額譲渡） 

従って、答えは『１』です。 

  



(28) 相続人が相続の放棄をする場合は、原則として、自己のために相続

の開始があったことを知った時から10カ月以内に、家庭裁判所にその旨

を申述しなければならない。  

 

【答え】 

相続の放棄をする場合は、相続の開始があったことを知った時から3カ月

以内に家庭裁判所に申し出る必要がある。 

 

従って、答えは『２』です。 

 

 

 

(29) 被相続人の相続開始前に死亡している被相続人の子を代襲して相

続人となった被相続人の孫が相続により財産を取得した場合、相続税額

の計算上、相続税額の2割加算の対象となる。  

 

【答え】 

相続税の2割加算は、被相続人の一親等の血族（代襲相続人となった孫

を含む）と配偶者以外の人が相続人になった場合に加算される。 

 

従って、答えは『２』です。 

  



(30) 相続財産の評価において、相続開始時に保険事故が発生していな

い生命保険契約に関する権利の価額は、原則として、既払込保険料相当

額によって評価する。  

 

【答え】 

生命保険に関する権利の価格は、解約返戻金の額で評価する。 

 

従って、答えは『２』です。 

 

 

  



【第2問】 次の各文章((31)～(60))の( )内にあてはまる最も適切な文章、語

句、数字またはそれらの組合せを1)～3)のなかから選び、その番号を解答

用紙にマークしなさい〔30問〕 

 

 (31) 健康保険の任意継続被保険者となるためには、健康保険の被保険

者資格を喪失した日の前日まで継続して( 1 )以上被保険者であった者

が、原則として、資格喪失の日から( 2 )以内に任意継続被保険者の資格

取得手続を行う必要がある。  

１．(1)２カ月 (2)20日 

 

２．(1)２カ月 (2)14 日 

 

３．(1)１年 (2)14 日 

 

 

 

【答え】 

健康保険の任意継続被保険者となるためには、健康保険の被保険者資

格を喪失した日の前日まで継続して2か月以上被保険者であった者が、

原則として、資格喪失の日から20日以内に任意継続被保険者の資格取

得手続を行う必要がある。 

 

従って、答えは『１』です。 

  



(32) 夫が受給している老齢厚生年金の加給年金対象者である妻が( 1 )

歳になり、 老齢基礎年金の受給権を取得し、当該妻に支給される老齢

基礎年金に振替加算の額が 加算される場合、その振替加算の額は、

( 2 )の生年月日に応じた額となる。  

１．(1)60 (2)妻 

 

２．(1)65 (2)妻 

 

３．(1)65 (2)夫 

 

【答え】 

加給年金対象者である妻が65歳になり、 老齢基礎年金の受給権を取得

し、当該妻に支給される老齢基礎年金に振替加算の額が 加算される場

合、その振替加算の額は、妻の生年月日に応じた額となる。  

 

従って、答えは『２』です。 

  



 (33) 遺族厚生年金の額(中高齢寡婦加算額および経過的寡婦加算額

を除く)は、原則として、死亡した者の厚生年金保険の被保険者記録を基

礎として計算した老齢厚生年金の報酬比例部分の額の( )に相当する額

である。  

１． ２分の１ 

 

２． ３分の２ 

 

３． ４分の３ 

 

【答え】 

遺族厚生年金は原則として、死亡した者の厚生年金保険の被保険者記

録を基礎として計算した老齢厚生年金の報酬比例部分の額の3/4に相当

する額である。 

 

従って、答えは『３』です。 

  



 (34) 中古住宅を取得する際に長期固定金利住宅ローンのフラット35(買

取型)を利用するためには、当該住宅の購入価額が消費税相当額を含め

て()以下である必要がある。 

１． 5,000万円 

 

２． 8,000万円 

 

３． １億円 

 

【答え】 

フラット35の融資条件には購入価格または建設費が1億円以下であるとい

う条件がある。 

従って、答えは『３』です。 

 

『法改正』 

フラット35制度の改正 

(2019年10月1日より適用) 

●建設費・購入価額の上限制限なしへ 

改正前 融資対象となる住宅の建設費・購入価額は上限 1億円 

↓ ↓↓↓ 

改正後 融資対象となる住宅の建設費・購入価額は上限なし 

「備考」 

・土地取得費に対する借入れを希望する場合は、その費用を

含みます。 

・融資限度額は現行の 8,000万円から変更ありません。 

 

  



(35) 個人が消費者金融会社の消費者ローンを利用する場合、貸金業法

の総量規制により、 1人当たりの無担保借入額(または利用枠)の合計額

は、原則として、他社借入れ分を含めて( )の3分の1以内とされている。  

１． 年収額 

 

２． 所得金額 

 

３． 可処分所得金額 

  

【答え】 

消費者ローンの無担保借入金の額は年収の1/3である。 

 

従って、答えは『１』です。 

 

 

  



(36) 保険業法上の保険募集において、( 1 )とは、保険募集人が保険契

約の勧誘を行い、保険契約の成立は保険会社の承諾による形態を指し、

( 2 )とは、保険募集人が承諾をすれば、その保険契約が成立する形態を

指す。  

１．(1)代理 (2)媒介 

 

２．(1)斡旋 (2)代理 

 

３．(1)媒介 (2)代理 

 

【答え】 

保険業法上の保険募集において、媒介とは、保険募集人が保険契約の

勧誘を行い、保険契約の成立は保険会社の承諾による形態を指し、代理

とは、保険募集人が承諾をすれば、その保険契約が成立する形態を指

す。  

 

従って、答えは『３』です。 

  



 (37) 現在加入している生命保険契約を、契約転換制度を利用して新た

な契約に転換する場合、転換後の保険料は( 1 )の保険料率が適用され、

一般に、転換する際には ( 2 )である。 

１．(1)転換時 (2)告知および診査は不要 

 

２．(1)転換時 (2)告知または診査が必要 

 

３．(1)転換前の契約時 (2)告知および診査は不要 

  

【答え】 

転換とは、現在加入している生命保険の積み立て部分等を下取り（=転

換）して、新しい契約の保険料に充てることを言う。 

現在加入している生命保険契約を、契約転換制度を利用して新たな契約

に転換する場合、転換後の保険料は転換時の保険料率が適用され、一

般に、転換する際には告知または審査が必要である。 

 

従って、答えは『２』です。 

  



(38) 生命保険契約において、契約者(=保険料負担者)が夫、被保険者が

妻、死亡保険金受取人が子である場合、子が受け取る死亡保険金は、( )

の課税対象となる。  

１． 相続税 

 

２． 贈与税 

 

３． 所得税 

 

 

【答え】 

生命保険の死亡保険金は契約者と被保険者、受取人がすべて異なる場

合は贈与とみなされ贈与税の対象となる。 

 

従って、答えは『２』です。 

  



(39) 海外旅行保険では、海外旅行中に発生した地震によるケガは( 1 )、

海外旅行から帰宅途中の日本国内で起きた事故によるケガ( 2 )。  

１．(1)補償の対象となり (2)も補償の対象となる 

 

２．(1)補償の対象となるが (2)は補償の対象とならない 

 

３．(1)補償の対象とならないが (2)は補償の対象となる 

 

 

【答え】 

海外旅行保険は自宅を出発してから帰宅するまでの事故を補償する。ま

た、国外での地震や噴火、津波による障害や、細菌性食中毒なども補償

の対象である。 

 

従って、答えは『１』です。 

 

  



 (40) 個人賠償責任保険では、被保険者の( )ケガを負わせ、法律上の損

害賠償責任を負うことによって被る損害は、補償の対象とならない。  

１． 飼い犬が被保険者と散歩中に通行人に噛みつき 

 

２． 同居の子が自転車で走行中に通行人にぶつかり 

 

３． 配偶者が自動車の運転中に歩行者に接触して 

 

 

【答え】 

個人賠償責任保険は他人に対して賠償責任を負う事柄について補償す

る保険だが、自動車の運転中の事故については補償の対象外。 

 

従って、答えは『３』です。 

 

  



 (41) 全国の世帯が購入する家計に係る財およびサービスの価格等を総

合した物価の変動を時系列的に測定する( )は、総務省が公表している。  

１． 景気動向指数 

 

２． 消費者物価指数 

 

３． 消費者態度指数 

 

 

 

【答え】 

家計消費やサービスの価格変動を表すのは消費者物価指数である。 

従って、答えは『２』です。 

 

  



 (42) 投資信託における( )運用は、企業の成長性が市場平均よりも高い

と見込まれる銘柄に投資する運用手法である。  

１． グロース 

 

２． パッシブ 

 

３． バリュー 

 

 

 

【答え】 

企業の成長性（=グロース）に着目する方法をグロース運用という。 

 

従って、答えは『１』です。 

  



(43) 個人向け国債の金利の下限は、年( )%である。  

１．0.02 

 

２．0.03 

 

３．0.05 

 

 

【答え】 

個人向け国債は最低金利が年0.05％と決まっている。 

 

従って、答えは『３』です。 

  



(44) 外貨預金の払戻し時において、預金者が外貨を円貨に換える場合

に適用される為替 レートは、預入金融機関が提示する( )である。  

１． ＴＴＳ 

 

２． ＴＴＭ 

 

３． ＴＴＢ 

 

 

【答え】 

為替レートでは 

ＴＴＳ＝円を外貨に換える際のレート（売る=Sell） 

ＴＴＢ＝外貨を円に換える際のレート（買う=Buy） 

ＴＴＭ＝仲値 基準相場 各金融機関が毎日決めている（中央=Middle） 

 

従って、答えは『３』です。 

  



 (45) 金融商品の販売にあたって、金利、通貨の価格、金融商品市場に

おける相場その他の指標に係る変動を直接の原因として元本欠損が生

ずるおそれがあるときは、その旨および当該指標等について顧客に説明

することが、( )で義務付けられている。 

１． 商法 

 

２． 消費者契約法 

 

３． 金融商品の販売等に関する法律 

 

 

【答え】 

金融商品の販売に当たり、金融商品の販売等に関する法律に基づいて

元本割れのリスクがあることなどを説明する義務がある。 

 

従って、答えは『３』です。 

 

 

  



 (46) 国内において支払を受ける預貯金の利子は、原則として、国税(復

興特別所得税を含む)と地方税を合わせて( 1 )の税率による( 2 )分離課

税の対象となる。  

１．(1)14.21％ (2)申告 

 

２．(1)20.315％ (2)申告 

 

３．(1)20.315％ (2)源泉 

 

 

【答え】 

預貯金の利子の利子所得は、一律20.315％であり、源泉分離課税の対

象である。 

 

従って、答えは『３』です。 

  



(47) 所得税において、2019年中に取得した建物(鉱業用減価償却資産

等を除く)に係る 減価償却の方法は、( )である。  

１． 定率法 

 

２． 定額法 

 

３． 定率法と定額法の選択 

 

 

【答え】 

建物の取得には定額法での減価償却（H10.4以降に取得の場合）であ

る。 

 

従って、答えは『２』です。 

  



 (48) 所得税における一時所得の金額は、その年中の一時所得に係る

総収入金額から、その収入を得るために支出した金額の合計額を控除

し、その残額から最高( 1 )の特別控除額を控除した金額である。なお、総

所得金額に算入する場合は、この金額に( 2 )を乗じた金額となる。 

１．(1)50万円 (2)２分の１ 

 

２．(1)50万円 (2)３分の１ 

 

３．(1)65万円 (2)２分の１ 

 

 

【答え】 

一時所得の金額は、その年中の一時所得に係る総収入金額から、その

収入を得るために支出した金額の合計額を控除し、その残額から最高５０

万円の特別控除額を控除した金額である。なお、総所得金額に算入する

場合は、この金額に1/2を乗じた金額となる。 

 

従って、答えは『１』です。 

  



 (49) 所得税における住宅借入金等特別控除の対象となる借入金は、住

宅の取得等のための一定の借入金で、契約において( )以上にわたって

分割返済する方法になっているものである。  

１． 10 年 

 

２． 15 年 

 

３． 20 年 

 

 

【答え】 

住宅ローン控除の適用を受ける条件の一つに、返済期間が10年以上で

あることという条件がある。 

従って、答えは『１』です。 

 

  



(50) 青色申告者の所得税の計算において、損益通算してもなお控除し

きれない純損失の金額がある場合には、所定の要件のもと、その純損失

の金額を翌年以後( )にわたって繰り越して、各年分の総所得金額等の計

算上、控除することができる。  

１． ３年間 

 

２． ５年間 

 

３． ７年間 

 

 

【答え】 

青色申告者の所得税の計算において、損益通算してもなお控除しきれな

い純損失の金額がある場合には、所定の要件のもと、その純損失の金額

を翌年以後3年間にわたって繰り越して、各年分の総所得金額等の計算

上、控除することができる。  

 

従って、答えは『１』です。 

  



 (51) 土地の売買において、所有権の移転が発生したものの、登記申請

に必要な書類が提出できないなどの手続上の要件が備わっていない場

合、仮登記をすることができる。 この仮登記をすることで、その後に行う本

登記の順位は( 1 )、所有権の移転を第三者に対抗すること( 2 )。  

１．(1)保全され (2)ができる 

 

２．(1)保全されるが (2)はできない 

 

３．(1)保全されないが (2)はできる 

 

 

【答え】 

登記申請に必要な書類が提出できないなどの手続上の要件が備わって

いない場合、仮登記を行い、登記の順位を保全することができるが、対抗

力はない。 

 

従って、答えは『２』です。 

  



 (52) 民法の規定によれば、不動産の売買契約において、売買の目的物

に隠れた瑕疵があり、買主が売主の瑕疵担保責任に基づく損害賠償の

請求をする場合、買主は、その瑕疵がある事実を知った時から( )以内に

当該権利を行使しなければならない。  

 

１． １年 

 

２． ２年 

 

３． ５年 

 

 

【答え】 

不動産の売買契約において、すぐに見つけることのできなかった欠陥や

不具合（=瑕疵）を見つけた場合、買主はその事実を知った日から1年以

内に損害賠償を請求しなければならない。 

 

従って、答えは『１』です。 

  



 (53) 建築基準法の規定によれば、第二種低層住居専用地域内におけ

る建築物の高さは、 原則として( )のうち当該地域に関する都市計画にお

いて定められた建築物の高さの限度を超えてはならない。  

１． 10ｍまたは 12ｍ 

 

２． 12ｍまたは 15ｍ 

 

３． 10ｍまたは 20ｍ 

  

 

【答え】 

建築基準法の規定により、第一種・第二種低層住居専用地域内における

建築物の高さは、 原則として10ⅿ～12ｍを超えて建築できない。 

 

従って、答えは『１』です。 

  



(54) 認定長期優良住宅ではない2階建ての新築住宅に係る固定資産税

については、「新築された住宅に対する固定資産税の減額」の適用を受

けることにより、新たに固定資産税が課されることとなった年度から3年度

分に限り、床面積( 1 )m²までの部分に相当する税額が( 2 )に減額される。  

１．(1)50 (2)４分の１ 

 

２．(1)100 (2)３分の１ 

 

３．(1)120 (2)２分の１ 

 

 

【答え】 

新築された住宅に対する固定資産税の減額とは、1戸当たり120㎡相当分

までの部分については3年間固定資産税が1/2に減額されるという特例で

ある。 

 

従って、答えは『３』です。 

  



(55) 投資総額2,000万円で購入した賃貸用不動産の年間収入の合計額

が120万円、年間費用の合計額が40万円である場合、この投資の純利回

り(NOI利回り)は、( ) である。  

１．3.5％ 

 

２．4.0％ 

 

３．6.0％ 

 

 

【答え】 

NOI利回りとは収益から諸経費を控除して求める利回り。不動産投資の収

益を評価するうえで最も基本となる利回りである。 

計算式は（年間賃料収入-実質費用）/投資額×100 

120万円―40万円／2,000万円かける100＝4.0％ 

 

従って、答えは『２』です。 

 

 

  



 (56) 贈与税の配偶者控除は、婚姻期間が( 1 )以上である配偶者から居

住用不動産の贈与または居住用不動産を取得するための金銭の贈与を

受け、所定の要件を満たす場合、贈与税の課税価格から贈与税の基礎

控除額とは別に( 2 )を限度として控除することができるものである。  

１．(1)20 年 (2)2,500万円 

 

２．(1)10 年 (2)2,000万円 

 

３．(1)20 年 (2)2,000万円 

 

 

【答え】 

贈与税の配偶者控除は、婚姻期間が20年以上である配偶者から居住用

不動産の贈与または居住用不動産を取得するための金銭の贈与を受

け、所定の要件を満たす場合、贈与税の課税価格から贈与税の基礎控

除額とは別に2,000万円を限度として控除することができるものである。  

 

従って、答えは『３』です。 

 

 

 

 

 

 

(57) 「直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非

課税」の適用を受けることができる受贈者は、贈与を受けた日の属する年

の1月1日において( 1 ) 以上であり、その年分の所得税に係る合計所得

金額が( 2 )以下であるなどの要件を満たす者とされている。  

１．(1)20 歳 (2)1,000万円 

 

２．(1)20 歳 (2)2,000万円 

 

３．(1)25 歳 (2)1,000万円 

 

 

【答え】 



「直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税」

の適用を受けることができる受贈者は、贈与の年の1月1日に受贈者が20

歳以上であり、その年分の所得税にかかる合計所得金額が2,000万円以

下であるという条件がある。 

従って、答えは『２』です。 

  



(58) 遺留分算定の基礎となる財産の価額が1億2,000万円で、相続人が

被相続人の配偶者、長男、長女および二女の合計4人である場合、二女

の遺留分の金額は、( )となる。  

１． 1,000万円 

 

２． 2,000万円 

 

３． 3,000万円 

  

 

【答え】 

遺留分とは遺言に優先して一定の相続人が最低限の相続分を受け取る

ことができるという規定。法定相続分の計算は、配偶者は1/2、残りの1/2

を3人の子どもで分ける（子1人につき1/6となる）ので、2,000万円。 

遺留分はその1/2なので1,000万円。（直系尊属のみの場合の遺留分は

1/3） 

 

従って、答えは『１』です。 

  



(59) 相続または遺贈により財産を取得した者が、その相続開始前( 1 )以

内に被相続人から贈与により取得した財産があるときは、その財産の( 2 )

における時価により評価した金額を、原則として相続税の課税価格に加

算する。  

１．(1)３年 (2)相続時 

 

２．(1)３年 (2)贈与時 

 

３．(1)５年 (2)相続時 

  

 

【答え】 

相続開始前3年以内に贈与された財産については、相続税の課税価格

に加算される。 

なお、加算される額は贈与時の価格である。 

 

従って、答えは『２』です。 

  



(60) 相続税の計算において、宅地が「小規模宅地等についての相続税

の課税価格の計算の特例」における貸付事業用宅地等に該当する場

合、その宅地のうち( 1 )までを限度面積として、評価額の( 2 )相当額を減

額した金額を、相続税の課税価格に算入すべき価額とすることができる。  

１．(1)200㎡ (2)50％ 

 

２．(1)200㎡ (2)80％ 

 

３．(1)330㎡ (2)80％ 

 

 

【答え】 

「小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例」における貸

付事業用宅地等に該当する場合、その宅地のうち 200㎡までを限度面

積として、評価額の 50％相当額を減額した金額を、相続税の課税価格に

算入すべき価額とすることができる。 

 

従って、答えは『１』です。 

 

 

 

-(終)- 

 


